
　　   １　高次脳機能障害者支援普及事業【実施主体：東京都】 　○東京都心身障害者福祉センターでの取組み 　　　地域生活や就労などの専門的な相談支援を実施するとともに、区市町村や関係機関等の 　　ネットワークの構築、人材育成を図る研修等を実施するほか、都民への広報・啓発等を実施 　　する。 　○２圏域でモデル事業を実施 　　　高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院にアドバイザーを配置し、地域内の各施設に 　　対しリハビリ技術や個別支援に係る相談指導を行うとともに、医療従事者を対象とした人材 　　研修を行うモデル事業を実施する。  ２　区市町村高次脳機能障害者支援促進事業【実施主体：区市町村】 　　　区市町村に支援員を配置し、関係機関と連携を図りながら障害者とその家族に対する相談 　　支援を行うなど、身近な地域での支援を充実する。 　○補助内容　基準額：４，１０２千円（年）　補助率３／４ 　○規　　模　３０か所（平成２３年度）　

　

　

　 　

　 　 　

令和７年度東京都における発達障害児（者）支援事業について

○ 社会福祉法人嬉泉・公益財団法人神経研究所に委託

（１）本人・家族への相談支援

（２）関係機関等に対する普及啓発・研修等

（３）地域支援マネジャーによる地域支援体制の整備支援、困難事例支援、就労機関への支援

（４）強度行動障害に対する支援の強化

◎ 発達障害者支援センター事業【実施主体：都】（６７百万円）

○ 発達障害児（者）支援体制の整備を推進するため、支援機関に従事する専門的人材の育成等

を行う。

（１）東京都発達障害者支援地域協議会 年２回

（２）シンポジウム 年１回

（３）専門的人材育成（委託して実施）

ア 相談支援知識力向上研修 年７回

イ 相談支援スキルアップ研修 年６回

ウ 医療従事者向け講習会 年６回

エ 成人期発達障害対応力強化研修 年１回

◎ 発達障害者支援体制整備推進事業【実施主体：都】（１４百万円）

○ 区市町村における支援体制の整備を推進し、発達障害児（者）が身近な地域で安心して生活

できる環境を整備する。

（１）早期発見・早期支援のためのシステムの構築

◎ 区市町村発達障害者支援体制整備推進事業【実施主体：区市町村】

（障害者施策推進区市町村包括補助事業のうち数）

○ 子供が発達障害の診断を受けて間もない親などに対して、発達障害児（者）の子育て経験を

生かして相談・助言を行うペアレントメンターを養成する区市町村を支援するとともに、ペア

レントメンター・コーディネーターを設置し、家族への適切な支援に結び付けることで、家族

支援体制の整備を図る。

◎ ペアレントメンター養成・派遣事業【実施主体：都】（９百万円）

◎ 発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業【実施主体：都】（１４百万円）

○ 地域における発達障害の診断待機を解消するため、専門性の高い医療機関を中心とした

ネットワークを構築し、地域の医療機関に対して実地研修等を実施することで、発達障害を

早期に診断する体制を確保を図る。

◎ 発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業【実施主体：都】（１４百万円）

○ 保育所等への巡回支援を実施し、早期に支援を行うための体制整備を図り、発達障害児や

その家族への支援の強化等を図る区市町村を支援する。

○ 誰もが安心して発達検査を受けられる体制を整備するため、検査体制の充実を図る区市町

村に対する支援や、医療機関の初診待機解消に係る経費の補助、保護者への情報提供を行う

とともに、デジタル技術を活用した発達障害児支援への支援手法の調査等を実施する。

◎ 発達障害児等巡回支援専門員整備事業【実施主体：都】（８９百万円）

◎ 発達検査体制整備支援事業【実施主体：都】（３５５百万円）


